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令和６年度藤枝市一般会計等財政健全化審査意見書及び  

令和６年度藤枝市公営企業会計経営健全化審査意見書の提出について  

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び同法第２２条

第１項の規定により審査に付された、令和６年度藤枝市一般会計等財政健全

化審査及び令和６年度藤枝市公営企業会計経営健全化審査を実施したので、

次のとおり意見書を提出します。  
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令和６年度 藤枝市一般会計等財政健全化審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付され

た、令和６年度の実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和７年６月２日から令和７年８月１４日まで 

 

第３ 審査の方法 

   審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令等に準拠し適正に作成されてい

るかどうかに主眼をおき藤枝市監査基準に基づき審査を実施した。また、関係職員か

ら説明を聴取した。 

 

第４ 審査の結果 

   審査に付された実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているも

のと認められた。 

 

（単位：％） 

区分 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

６年度比率 － － ４．７ － 

早期健全化

基準 
１１．７７ １６．７７ ２５．０ ３５０．０ 

財政再生 

基準 
２０．００ ３０．００ ３５．０  

５年度比率 － － ５．０ － 

４年度比率 － － ５．５ － 

※ 実質赤字額、連結実質赤字額及び将来負担額が生じていない場合は、「－」と記載した。 

 

第５ 意見 

   令和６年度における実質赤字額、連結実質赤字額及び将来負担額は生じていない。 

   また、実質公債費比率は 4.7％であり、前年度比率より 0.3 ポイント改善している。

早期健全化基準を下回っているが、引き続き財政の健全化に努めていただきたい。 
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【参考】 各比率の算定方法 

(1)  実質赤字比率 

普通会計の赤字が標準財政規模に占める割合を示す指数として用いられる。 

〔算定式〕 

実質赤字比率 ＝（一般会計等の実質赤字額（普通会計）／ 標準財政規模）×100 

(2)  連結実質赤字比率 

実質赤字比率を地方公共団体全ての会計（特別会計・企業会計を含む。）で算出し 

た場合における割合を示す指数として用いられる。 

 〔算定式〕 

連結実質赤字比率 ＝｛連結実質赤字額（一般会計・特別会計・公営企業会計の実質 

収支額又は資金不足・剰余額の合計）／ 標準財政規模｝×100 

(3)  実質公債費比率 

公債費の財政負担の程度（公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ず

るものを含めた実質的な公債費相当額）を示す指数として用いられる。 

〔算定式〕 

実質公債費比率 ＝ ［｛（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－（元利償還金 

  【３か年平均】    ・準元利償還金に充てられる特定財源 ＋ 元利償還金 

             ・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）｝ ／   

｛標準財政規模 －（元利償還金・準元利償還金に係る 

基準財政需要額算入額）｝］×100 

(4)  将来負担比率 

普通会計・特別会計・第三セクター等を含めた債務負担額及び赤字額の合計が標 

準財政規模に占める割合を示す指数として用いられる。 

   〔算定式〕 

将来負担比率 ＝［｛将来負担額（一般会計等の地方債現在高＋債務負担行為の支出 

予定額＋一般会計等以外の会計の地方債元金償還のための一般会 

計からの繰入見込額＋地方公共団体の組合等の地方債元金償還の 

ための一般会計の負担又は補助見込額＋退職手当負担見込額＋  

一般会計による設立法人の債務負担見込額＋連結実質赤字額＋地 

方公共団体の組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計の負 

担見込額）－（充当可能基金現在高＋充当可能特定歳入見込額（都 

市計画税含む）＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込 

額）｝／｛（標準財政規模－算入公債費等（元利償還金・準元利償 

還金に係る基準財政需要額算入額）｝］×100  

 

※「標準財政規模」は標準財政規模及び臨時財政対策債発行可能額の合計額とする。 

    令和６年度 ３０，８７４，２４４千円 
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令和６年度 藤枝市公営企業会計経営健全化審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   令和６年度藤枝市病院事業会計決算 

   令和６年度藤枝市水道事業会計決算 

   令和６年度藤枝市下水道事業会計決算（公共下水道事業、農業集落排水事業） 

   以上の各会計決算について、地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第

１項の規定により審査に付された、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和７年６月２日から令和７年８月１４日まで 

 

第３ 審査の方法 

   審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が法令

等に準拠し適正に作成されているかどうかに主眼をおき藤枝市監査基準に基づき審査

を実施した。また、関係職員から説明を聴取した。 

 

第４ 審査の結果 

    審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、い

ずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

                                    （単位：％） 

区   分 病 院 事 業 会 計 水 道 事 業 会 計 下水道事業会計 経営健全化基準 

６年度資金不足比率 － － － 

２０．０ ５年度資金不足比率 － － － 

４年度資金不足比率 － － － 

※ 資金不足額が生じていない場合は、「－」と記載した。 

 

第５ 意見 

   令和６年度における資金不足額は、すべての会計において生じていない。 

   しかしながら、特に病院事業会計においては、人事院勧告に準じた給与改定や医療

機器の更新費高騰など経営を取り巻く環境は今後更に厳しさを増すことが予想される

ため、経営改善に一層の努力を要望する。 
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【参考】 資金不足比率の算定方法 

公営企業ごとの資金の不足額が事業の規模に対してどの程度の割合になるかを示 

す指数として用いられる。 

   〔算定式〕 

     資金不足比率 ＝ （資金の不足額 ／ 事業の規模）×100 

（1） 資金の不足額  

・ 資金の不足額（法適用企業） ＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充

てるため起こした地方債の現在高－流動資産）

－解消可能資金不足額   

・ 資金の不足額（法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改  

良費等以外の経費の財源に充てるために起こ

した地方債現在高）－ 解消可能資金不足額   

※ 解消可能資金不足額   

事業の性質上、事業開始後一定期間に構造的に資金の不足額が生じる等の事情が

ある場合において、資金の不足額から控除する一定額。（①＋②の合計額）   

① 次のいずれかの方式で算定した額   

  ・累積償還償却差額算定方式   

・減価償却前利益による耐用年数以内償還可能額算定方式   

・個別計画策定算定方式（基礎控除額算定方式）   

②  資金不足額にカウントされている特定の地方債の現在高のうち経常利益のあ

る企業が起こしたもの、同意又は許可を得て発行したものの現在高   

（2） 事業の規模  

・事業の規模（法適用企業）＝ 営業収益の額－受託工事収益の額   

・事業の規模（法非適用企業）＝  営業収益に相当する収入の額   

－ 受託工事収益に相当する収入の額   


